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令和６年度 

（2024 年度） 総務部の取り組み 
＜部長の方針・考え方＞ 

組織目標の達成に向け、職員一人ひとりが自身の役割を理解したうえで、自ら考え行動する職員を育成する。

また、より質の高い市民サービスの提供や市民満足度の向上に資するよう、総務部が主導的役割を果たしなが

ら職員の能力開発、人材育成を一層推進し、以下の取り組みを実践することで、職員のモチベーション向上を

図り、職員がいきいきと働き続けることができる体制の充実と職場風土の醸成に取り組みます。 

 

① 目的意識をしっかりと持ち、失敗を恐れず変化に柔軟かつ迅速に対応できる人材の育成と、それを理解し

支える組織風土の醸成 

② 職責、組織を超えて横断的につながり、相互応援で業務平準化を図るなど、一丸となって協力しあえる体

制の構築による時間外削減などワーク・ライフ・バランスの促進 

③ 職員一人ひとりの思いや考えをくみ取る風通しの良さと、あらゆる職員の心身の健康と安全を確保し、健

康でいきいきと活躍できる職場づくりの推進 

④ 地方公務員としての高い倫理観を持ち、必要とされる資質・基礎能力を認識し、それを身につけるため、

主体的かつ継続的に自己研鑽を図りながら成長し続ける職員の育成と、それを後押しできる体制の整備 

⑤ より高いコンプライアンス、人権尊重の意識を醸成し、不正行為やハラスメントが発生しない組織の実現 

 

＜部の構成＞ 

人事課 

職員課 

コンプライアンス推進課 

総務管理課 

財産活用課 

契約検査課 

＜主な担当事務＞ 

(1)職員の人事、給与、人材育成等に関係する事務 

(2)公正な職務執行の推進、情報公開に関係する事務 

(3)文書管理、法規及び個人情報保護に関係する事務 

(4)庁舎管理、統計に関係する事務 

(5)市有財産総括管理・活用、財産区に関係する事務 

(6)契約、建設工事の検査に関係する事務 

 

 

重点的な取り組み：変化・変革に対応しながら、いきいきと働き続けることができる職場づくり 

【施策シート：３１―０６】 

社会情勢の急激な変化に対応するためには、職員の柔軟な発想とそれを受け入れる職場風土の

醸成が必要であることから、職員研修の満足度に応じて、よりニーズに合った職員研修計画を策

定し、実施することで効果的な人材育成を図ります。また、人材育成基本方針について、現在の

「理念」や「行動指針」を大切にしながら、デジタル人材の確保・育成の観点を加えるなどの中

間見直しを行い、より時代の変化に対応できる職員力の向上を図ります。 

また、人事諸制度の改編等の取り組みを進め、自らの役割と責任を理解し行動することで、達

成感を感じ、やりがいをもって業務を遂行できる風土の醸成に努めます。具体的には、人事評価

制度の充実や顕著な功績をもたらした取り組みに対する職員表彰、さらには、特定の分野におい

て挑戦意欲のある職員の庁内公募を行うなど、変化・変革に挑戦できる職員の意識改革をさらに

促進し、職員の意欲や成果に応えられる取り組みを通じて、職員のモチベーション向上を図り、

継続的な庁内の活性化を図るとともに、あらゆる世代の職員がいきいきと活躍できる職場づくり

を進めます。 

より風通しの良い職場づくりに向けて、全職員が安心して働くことができる職場環境を整備す

るための取り組みを、各種研修等を通じて幹部職員、管理職員を中心に組織全体の意識改革を進

めるとともに、ハラスメント防止に向けた取り組みについては、令和５年度に実施した実態調査

の結果分析を基に、集合形式や動画視聴形式を組み合わせながら本市の課題に即した効果的な研

修を実施することで、引き続き、人権が尊重されるより良い職場風土の醸成をめざします。 
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取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和５年度実績（参考） 

職員研修受講者の満足度 100％ － 

 

 

重点的な取り組み： 職員のワーク・ライフ・バランスの推進 

【施策シート：３１―０４】 

 多様化かつ複雑化する行政課題に適切に対応し、市民のニーズに応えるためには、職員一人ひ

とりが心身ともに健康で、その能力を十分発揮できる環境を整えることが必要であり、その取り

組みとして、長時間労働の縮減やメンタルヘルス対策が特に重要です。 

長時間労働の縮減に向けては、各部における業務の平準化や労務マネジメントの更なる推進を

図りつつ、業務の効率化など働き方の改善とともに、所定の勤務時間内に仕事を終わらせるとい

った意識改革もめざした取り組みを進めていきます。 

また、メンタルヘルス対策については、各部局、医師・保健スタッフ等が連携した全庁的な体

制を確保し、メンタルヘルス不調の予防から再発防止までの各段階に応じた対応を、継続的かつ

計画的に講じるため、新たに職員のメンタルヘルス対策に関する計画を策定し、計画に基づく取

り組みを実施していきます。 

職員のワーク・ライフ・バランスの推進の観点を踏まえ、これらの取り組みのほか、引き続き、

休暇の取得促進、ストレスチェック、時差勤務なども実施しながら健康経営を推進し、より良い

市民サービスの提供につなげていきます。 

 

取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和５年度実績（参考） 

時間外勤務手当額の減少額 

（令和４年度比較） 
3000 万円 4788 万円 

 

 

重点的な取り組み： 男性職員の育児休業の取得促進 

【施策シート：１２―０１】 

育児休業は仕事と育児の両立支援の取り組みであり、男性職員の育児休業の取得を促進するこ

とは、女性活躍推進、男女共同参画にもつながるものです。 

本市では、国が定める公務員の取得目標（令和７年までに１週間以上の取得率を 85％、令和

12 年までに２週間以上の取得率を 85％）を超える目標として、２週間以上の取得率を令和６年

度に 60％、令和７年度に 85％、令和８年度に 100％と設定しています。 

この取得目標達成にあたっては、所属長など周囲の職員の意識変容、男性育休は当たり前とい

う風土づくりを進めることが必要であることから、各職制の研修の場を活用した幅広い年代への

制度の意義と内容等の周知・啓発、対象職員と所属長との面談の要素を強化した男性職員向けの

育児に係るリーフレットの活用など、より効果的な取り組みを実施していきます。 

 

取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和５年度実績（参考） 

２週間以上の育児休業を取得

した男性職員の割合 
60.0％ 60.0％ 
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重点的な取り組み： 効率的な事務執行のための保存文書の適正化 

 適切かつ効率的な事務執行に資する文書管理制度の構築に向け、過年度文書（紙保存）の文書

保存量の把握と、一元的な管理を行うための書庫スペースの適正配置に取り組みます。 

公文書の組織管理を徹底することを目的に進めているファイリングシステムについては、引き

続き未導入部署へ積極的な支援を行い、早急に全庁導入を達成するとともに、文書分類の定着・

維持管理のための内部点検制度の構築を行います。 

 

 

重点的な取り組み： 新庁舎を見据えたわかりやすく使いやすいオフィス環境の整備 

【施策シート：１８―０１】 

新庁舎整備を見据え、来庁市民が目的の窓口に迷わず行けることや、手続きの際に心地よく過

ごせる空間づくりなど「誰にでも親しまれる庁舎」、職員にとっても働きやすい「効率的で機能

性に優れた庁舎」をめざし、検討を進めるとともに可能なものから現庁舎においても段階的に導

入していきます。 

９月にオープン予定の「ステーションヒル枚方」５、６階の行政サービスフロアには、組織変

更や人員の増減にフレキシブルに対応しやすく、スペースを有効活用できるユニバーサルレイア

ウトを採用し、庁内電話については、スマートフォンを利用できるクラウド PBX を導入すること

で、固定席を設けず自由な席で業務が可能なオフィス環境を構築します。 

 

取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和５年度実績（参考） 

組織変更や人員増減に対応し

やすいユニバーサルレイアウ

トを採用した延べ職員数 

100 人 24 人 

 

 

重点的な取り組み：市有財産の有効活用による財源確保 

【施策シート：３１―０１】 

未利用となっている市有地については、課題整理を終えたものから順次、売却を進めており、

今年度は、山田小学校関連用地（甲斐田町）などの売却に取り組みます。 

 また、ネーミングライツについては、令和５年度に市有施設において運動公園や生涯学習市民

センターなど対象施設を拡大したうえで公募を行い、その後、今年度末を期限に随時先着募集に

取り組んでおり、一つでも多くの施設で契約締結ができるよう、引き続き積極的なＰＲに取り組

みます。 

 

取り組みの成果を測る指標 令和６年度目標値 令和５年度実績（参考） 

未利用地の売却価格 4691 万 3000 円 1 億 7668 万 9000 円 

ネーミングライツ募集施設数

に対する導入施設数の割合 
100％ 100％ 
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重点的な取り組み：契約履行水準の最適化及び入札契約手続の改善の推進 

 適正な手続による契約の締結後、受注者による適正な履行を確保し、より安価で良質な調達を

実現するよう、履行監督及び検査の仕組を改善し、効果的な履行監督及び検査を実施することに

より、履行水準の向上を推進します。 

 工事関係図書の電子化や、これも踏まえた遠隔臨場の導入に向けた取り組みを推進し、受注者

の負担軽減ひいては履行の効率化を図っていきます。 

 競争性の確保及び向上によって、より安価で良質な調達をするよう、事務の適正性を確保しつ

つ、手続の効率化を推進していきます。また、市の各事業の円滑な進捗に支障を来さないため、

入札の不調や中止が極力生じないよう、引き続き、市内事業者の受注機会の確保にも留意しつつ、

入札契約制度について必要な見直しを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


